
特殊な役務に関する取扱（検収方法）について 

一般社団法人日本分析機器工業会(以下「本工業会」という。) は、「研究機関における公的研究

費の管理・監査のガイドライン (実施基準)」(平成 19 年 2 月 15 日文部科学大臣決定。) を踏まえ、 

公的研究費の適正な執行を行うため、以下のとおり取り扱う。 

 

特殊な役務（データベース・プログラム・デジタルコンテンツの開発・作成、機器の保守・点検

等）に関する検収方法は、次の方法によることを原則とする。 

 

(1) 有形の成果物がある場合、成果物及び完了報告書等の履行が確認できる書類により検収を行う

とともに、必要に応じ、抽出による事後チェックなどを含め、これに係る仕様書、作業工程等の

詳細をこれらの知識を有する発注者以外の者がチェックする。 

(2) 成果物がない機器の保守・点検等の場合、検収担当者が立ち会い等による現場確認を行う。 


